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ドイツ化学企業C社 の報酬 システ ム
久 本 憲 夫
1は じ め に
ドイツの報酬 システムに.ついて は,金 属産業 の協 約賃金表が 有名であ る%
ホ ワイ トカラー とブルーカラーは別個の賃金表が作 られてい るのが普通で ある。
ただ,化 学 産業で は工職一体 の報酬 システムとなってい る。 ここで は,こ の産
業 の報酬 システムを調べ るこ とに しよう。 とはいえ,協 約 レベルは ともか く個
別企業 内の システム とな る.と接 近す ることは容易で はない。B㎝der[1997]の
研究 と筆者 たちの聴 き取 り調 査2〕を もとに,そ の実態にせ ま りたい。企業内賃
金構造 は協約賃金体系で説明 しつ くされ るのか。両者 の関係 は,近 年 どの よう
に変化 しつ つ あるのか。 ま た,協 約外 職員(AuBertariflicheAngestellte)は
どのよ うな報酬 システムの もとにあるのか。 まず,労 働協約 をみ ることか らは
じめよ う.。
II労 働 協 約
化学産業では,定期的な報酬額の決定を除けば,協 約交渉は中央,つ ま り化
Dド イツ企業の賃金 と人材育 成につ いては,日 本労働研究機構[1998],とくに ドイツ自動車企
業の賃金制度 の詳細 につ いては,久 本[1999]を参照されたい。
2)聴 き取 りは,1997年2月14日にC本 社でお こなった。 この聴 き取 りは 日本労働研究機構 の多 国
籍企 業労働 問題調 査研究事業の一環 としてお こなわれた ものであ り,すで にその成果 は 日本労働.
研究 機構[1993]として刊行 され てい る。 ここでは,同 書でスペー界や全体 のバランスから十分
に論述 することので ぎなか った貴重な調査資料,お よび参考 文献の検討 によ り,C杜 の報酬 シス
テムにつ いて詳細 な検討 を加 える。C社 の状 況につ いては,Bender[19剛と聴 き取 りならびに
その時 に収集 した資料 にもとづいてい.る。聴 き取 りに応 じていただいたのは,人 事担当者 および
従業 員代表 など5名 であ る。
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学労組本部 と連邦化学使用者連盟 とのあいだでお こなわれる。主 要な労働協約
は3つ あ る(こ れ以外 に,旧 東 ドイツ地域で は特 別協 約が結ば れてい る)。①
1992年の大綱協約(Mantelta・ifvertTag),②1987年の連邦報酬協約(Bundes-
entgelttarifvertrag,BETV),③大 卒 者 を対 象 とす る 「大 卒 者 大 綱 協 約」
(ManteltarifvertragftirakademisehgebildeteAngestellte)3〕で あ る。 最後 の大
卒者大綱協約 は就職後5年 間について適用 され るものであ って,通 常彼 らは5
年後 には協約外職員 となる といわれてい る。.
1987年7月1日の連邦報酬協約 に一本化 され るまでは,20の地域別労働協約
があ った。BETVで は,13の報酬 等級(El-E13>があ り,そ れぞ れの等級
には,一 般 的な説 明 と基準例がついてい る。被用者の格付 けは どのよ うな仕事
を してい るかに もとづ いてなされ てい る。 この労働協約によ って,従 来の現業
労働者(Arbeiter,ブルー カラー〉 と職員 〔Angestellte,ホワイ トカ ラー)の
区分がな くな った。 ご く一部 の企業別労働協約(個 別企業 と労働 組合の協約)
を除 けば,こ うした統一労働協約 は現在 まで化学産業だ けである。 とはいえ,
これで現業労働者 と職員 の区分が完全 にな くな つ起わけではない。まず,社 会
保険上,現 業労働者 と職員 の区分があ り,だ れが現業労働者か職員かは明確で
あ る。 よ り本質 的な点 は,E8ま で とE9か らの間に明確 な違 いが あ るこ とで
あ る。 ホ ワイ トカラー職種 で訓練 を受 けた者 は,当 初 こそE4やE6な どに格
付 け られ るが,徐 々に昇進 してい く場 合が 少な.くない。 と ころが,ブ ルーカ
ラー職種で訓練 を受 けた者 は,職 長(マ イス ター)や テ ヒニ カーな どにな らな
いか ぎ り,E8ど まりとな る。
第 ユ表 は ノル トライ ン地域 の1997年3月か らの協約 賃金表で あ る。E9か ら
E13まで は,2年 ごとの 自動昇給 となってい る。当然の ことであ るが,昇 格す
る場合 は,報 酬 が上 が るところに格付 け られ る。 また,す で にのべた ように,
各報酬 等級 の報酬額 は地域 ごとに決定す るのだが,同 一報酬等級の事務系職員
(K)・職 長(マ.イス ター,M)・ 技術系 職員(T)の 報酬額 の差 も地域 に よっ
3)日本労働研究機構 ・連合総合生活開発研究所[1995],64-67ページを参照。
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..第1表 化 学 産 業 の 協 約賃 金 表(ノ ル トライ ン地域,1997年3月 か ら有 効)
協約報酬保証..
報酬等級 初任給 2年 4年 6年報酬等級 鰯約報酬
一.....一2年 3年 4年 6年 拍動昇㈲
E1 3,027 .Egx 3,8044,1634,5755,140
E2 3,206 T 3,8604,2254,642 5,216
E3 3,285 M 3,8604,2254,6425,216
E4 3,378 EIOK 4,2774,6715,1215,628
E5 3,46ユ 3,508 3,634 T 4,3564,7585,2165,732
E6 3,5443,757. 3,9344,111 M 4,356 4,758 5,216 5,732
E7 3,6533,872 4,0914,311










て異 な ってい る。 これ はかっての地域別労働協 約をそれぞれ受 け継 いで いるか
らで ある。 た とえば,第1表 で は技術系が もっとも高いが,バ ーゲ ン=ヴ ユル
テ ンブル ク地域 でその差 は最大で あ り,ハ ンブ ルク とシ ュレス ビッヒ ニホル
シュタインで は,ま った く差がない(Bender[1997],S,60)。
E5か らESま で の 「協 約報酬保 証」 とは,1987年に現 行の連邦 報酬労 働協
約が結 ばれ た ときにで きた もので,か つて現業労働 者を対 象 として支払われ て.
いた成績加給 を保証 された協約E乗 せ部分 として固定 した ものである。 これ は
.かつ ての成績加給が多 くの企業で実態 としては一律 支給 に近か ったことを推測
させ る。 この 「保証」 は1992年に旧西 ドイツ地域 につ いて統 一され た。つ ま り,
E5の報酬 等級 に対す る上乗 せ部 分 はその報酬等級 での勤務年数 が3年 たつ と.
2.5%,.6年たつ と5%で あ る。E6(E7,E8)では,2年 後,4年 後,6年
72(392)第164巻 第4号
後 にそれ ぞれ,6%(6%,6%),11%(12%,13%),16%(18%,20%)
となる。 なお,超 過勤務手当や夜勤 手当,交 替手 当な どの算定基準 はあ くまで,
協約報酬額で あ り,こ の 「協約報酬保証 」は算定 の基礎 とはな らない。
なお,大 綱労働 協約 に よれ ば,割 増率 は超過勤務25%,定 期 的 な深夜 勤務
15%,不定期 の深夜勤務20%,日 祭 日60%などとな ってお り,さ らに交替勤務
手当は完 全連続交替勤務(土 曜 日の14時か ら月曜 日の6時 まで あいだに一時 的
で も操 業 している勤務)で は10%,部分連続交替勤務(原 則 として,前 記 の時
間帯 に操業 していない勤務)で は6%の 割増 がつ くの。能率給制 度 につ いてみ
ると,大 綱労働協 約では,ア コー ド賃金 のば あい には,協 約賃金の115%以上,
数量 プ レー ミエ ン制度の ときは協約賃金 の108%以上 とされ ている(第16条)。
能率制度 は現業労働 者を対 象 とす る もので ある。 それ は事業所協定 による。 ア
.コー ド賃金制度が一般 的な例 としては,化 学 産業 のなかで はタイヤメー カーの
現業部門があげ られ る。他 方,素 材化学 産業や製薬業で はアコー ド賃金制度 は
ほ とん ど採用 されていない。 これ らの産業で 長い間支配 的だった賃金制度 はプ
レー ミエ ン賃金(実 際に は,Pensumlohn':')であ る。 このPensumlohn制は,
個人 の業績刺激効果を もっていない と経 営側 か ら批判 され ている。 この制度 の
見直 しは,1995年にC社 で大規模 にお こなわれ た6〕。C社 で は協約 上乗 せ部分
4)MantekarifvertragfOrchemischehdus雨巳1992,§4111.
5}こ こで,Pensuml。hnとは,実 績 ではな く,期待 に もとづいて支払 う能率給であ り,期 待能率
給 ともいい うるものであ る。期待 どお りの能率 を達成できなかった場 合には.一 定期間後(通 常
は2,3ゲ 月後)割 増率 の.見直 しをお こなうとされ る。Pensumlobnは3つに細分 されるび① 契
約賃 金Vertagsbhn,②計測 日給MMeasured.Day-Work,③プログ ラム賃金P【ugrammlr・hn
で ある.① は部Fと 上 司が特定の期間についてある能率水準 と賃率を取 り決める もので ある。能
率水準 が多少上.卜.するときは賃金 に影響はないが,大 幅に乖 離 した ときには,賃 率 の修正 がおこ
なわれる。② は,職 務評価 によって異 なる時間給であ る。補助的に個人別の成績加給が利用 され
る こともあ る。 このシステムの核心 は,正 常 な生産の維持にあ る.100%の能率 に達 しない者 は
研修 を うけるか配転 され る。計測 日給制が能率給に区分され るのは,達 成 されるべき能 率期待が
決ま ってお り,そ れを満た さない場合 には賃金 に影響するか らであ るとい う。③ は.事 前 に確定
した仕事内容 に対 して支払われ る賃金であ り,予定 された仕事内容以上の ことを して も賃金の ト
乗せ はないが,予 定 され た仕事 を期 間内 に果た さなか ワた ときには賃金の 都 を差引 くとい うも
のである。Hopfenbeck[1990],S.354H.
6)ほ かの3大 化学 メーカーで あるA社 ・B仕のうち,A社 も1995年に大規模な報酬制度 の見直 し
をお こなってい る。詳 しくはBender[1997],S、1劃一134をみ よ。 またB社 では ヒ記の労働協/
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については独 自の もの もあるが基本 的には労働協約 に沿 った もの とな っている。
IIIC社 の報酬 システム
1前.史
1985/86年の制度改革は,す でにみた工職一体報酬協約 を先取 りした もので
あ り,ま ず ア コー ド賃金 が廃 止 され,い わ ゆ る 「成績 上 乗 せ」(Leistungs・
sockel)に関す る事業所協定 が締 結された。 ζの 「成績 上乗せ」は協約報酬 に
対 す る一.律上乗せで あ り,個 人の成績 は関係なか った。旧来のアコー ド賃金能
率 部分 の保 証 とい う性格 を もっていた とお もわれ る。また,1988年の連邦報酬
協 約発 効 とともに,社 内の職務 はすべ て協約 にそ った形で,総 合的職務評価で,
再格付 けされた。だが,こ うした報酬制度 の改訂で,.会社が満足 したわけでは.
なか った。査定 に よる個人加給 の創 設が追求 され るので あ る。「成績 上乗 せ」
はそれへ の過渡的 な制度であ った。それ,は1994年に起 こった。
1986年の 「成績上乗せ」協 定 は,協 定にそ って1994年に会社側か ら解約 され
た。解約理 由 として会社 はつ ぎの ことをあげた 。① 「成績上乗せ」 は,成 績 と
の関連 をまった く欠いてお り,協 約報酬 の一律上 乗せ となってい る。② 協約
対象従業員の報酬 が異 なった原則で なされてい る。 これは この 「成績上乗せ」
がE1か らERま での従業員 に適用 されて いた ことを指 してい る。 アコー ド賃
金能率部分の読み替えであ る以上 当然で あるが,工 職一体化 したので あ るか ら








1995年からの制度で は,.「成績上乗せ」総額 は3分 の1に 削減され,「企業上
乗せ」(Firmensockel)と改称 された。それ まで一人平均500マル クに達 してい
た 「成績上乗せ」 は,二 人平均170マル クの 「企業上乗せ」 となったのであ る。
＼約に最 も沿 った形で報酬 システムが運用 きれてい るとい う。A杜 では1995年まで全 く独 自のシス
テム を採用 していた.
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第2表C社 の 企 業 内報 酬 表(1997年3月か ら有 効)
〔単位:マ ル ク)
在籍年数後の額
報酬等級 初 任 額
1年. 2年 4年 6年
E1 3,178
E2 3,206 3,270 3,334 3,398
E3 3,285 3,351 3,416 3,548 3,679
E4 3,378 3,547 3,682 3,817
E5 3,461 3,669 3,842 4,015
E6 3,544 3,792 4,005 4,217
E7 3,653 3,945 4,201 4,457
E8 3,759 4,060 4,360 4,661
出典.:社内資料。
そ して,浮 いた3分 の2の 労務 コス トを原資 と して,個 人別査 定に もとつ く
「成績加給」(Leistungszahlung,LZ)が導入 された。
成績加給 を検討す る前に,C社 の1997年3月か らの報酬表 をみ てお くことに
しよ う。第2表 は,C社 本社地域 の1997年3月か らのElか らE8ま で の企 業
内報酬 表セあ る。E9か らE13までは,す でに示 した協約報酬表が直接適用 さ
れる。つ ま り企業上乗せは ない。協約報酬表 とのちが いは,初 任額 について は,
E1の額 が若干高い以外 はない。 そ して,1997年2月時点の報酬等級 別人員構
成をみ ると,従 業員総数4万3千 人強 の うち,E1ラ ンクはわずか5名 にす ぎ
ない。実 質的な童味 はほとんどない とい って よい(後 出の第1図)。
実 質的な違 いは当該等級 在籍年数後 の額 であ る。 これ は,E9以 上 と同様 の
自動昇給 となってお り,報 酬協 約以上に工職格差 が小 さ くなってい ることを示
してい る。 と くに,E4以 上 はE9以 ヒとま った く同様 になってい.るこ とがわ
かる(な お,E1-E3ラ ンクの人数は,全 体のわずか4.3%しかい ない)。この
場合,協 約報酬 と異 な り基本報酬であ るか ら,交 替手 当や超勤手 当などの算定
基準 にはいる。.「協約報酬保証」 よ りも恵 まれてい る。
なお,制 度改訂 に ともな って名 目 ヒ減収 にな った者は多い。「成績 上乗 せ」











第1図.C社 の報酬 等級 別人員構 成(1997年1月)
???????????????? ??
??????
.の部分 は,の ちの協約賃上 げに ともなって将来的 に少な.くな ってい く予 定で あ
る。従前 は.全社で年間約1億6千 万 マルクをこの 「成績上乗せ」に支出 してお
り,1995年の 「企業 上乗 せ」 総額が約5千300万マル クとい うか ら,つ ぎにみ
る成績加給原 資 は約1億700マルク とされ た。 しか し,現 収保 証す る以上,す
ぐにはこの原 資は使 えない。初年 はか な りの資金 を個人別査 定賃金を入 れるた
め に投資 と割 り切 って使 った もの と推測 され る。なお,新 採用 者は新制 度によ
る報酬 が支給 される。成績加給 は全協 約対象従 業員 に支給 され るか ら,E1-
ESとE9-E13の格差が 中長期 的には拡大す る可能性 が高 い。 ただ,聴 き取 り
にまれ ば,従 来E8一一E13の層 については.優 秀 な らば本来 の要件 よ りも上位
に格付 ける ことで(た とえば,E10の職務.をしてい るが,優 秀 なのでE11に.
格付 けるとい うこと)対 応 していたが今後は止め るとい う。 したが って一概 に
E9以上が有利 にな るとはいえない とい うのが,会 社 の見解で あ る。
報酬表 と同様 に重要 なのは,そ の人数構成であ る。 どの等級 に どの程度従業
員がい るのか とい う情報 な しには,実 際の イメー ジはつかめない。幸 い,人 員
構成のデー タを入手で きた。第1図 がそれであ る。 これか らい くつ かのことが
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推 測で きる。① 不熟練半熟練 格付 けであ るE5ま で をみ るとE4とE5が 比較
的多い こと。 これには二つ の層が ある と想像 され る。現業 と単純事務職である。
これ らの層 ば 人員的 に決 して少 な くないが,主 力 とはいえない。② 最 も多い
のは,3年 以上の訓練 生教 育修了者 の格付 けで あ るE6と その一つ上 のE7で.
ある。 これ は訓練生教育修 了者のかな りの部分が1ラ ンクは上が ることを示 し
てい るようにおもわれ る。③ 企業内昇進 をす る者が多い とみ られる こと。C
社 のばあい離職者 は非常 に少ない とい う。 また,専 門大学卒相当 の初任格付 け
はE11であ るこ とか ら判 断 して,E9か らE11(少な くともE10まで)く らい
にかけては,企 業 内キ ャリアをつんで昇進 した者で あ るといえそ うだ。 テ ヒニ
カーや職長 クラスであ る。④ すで に述 べた ように,専 門大 卒の初任格付 けが
Ell,大卒の初任格付 けがE12で ある。多 くが入社数年 の うちに協約外職員 と
なる。大卒者の急増 は協約外職 員,C社 で は 「管理的従業員」 の急増 とな って
あ らわれ てい る。LM1,LM2の 急激 な増加 は,こ の層 の報酬 制度の改定 を も
た ら したのであ る。 この点 につ いてはあ とで詳 しく検討す る。
茜 成績加給査定
1億マルクを上 回る予算で,い まやE1か らE13まで統 一的 な成績加給 制度
が発 足 した。成績 加給 の額は,実 績でみ ると協約賃金の0-30%の 幅 にある。
実績 から推定す る と全社平均す ると7%程 度 にな っているが,そ の程度 は事業
所によ ってさまざまで あるとい う。
全社 レベルの事業所協定 によれぽ,評 価基準はつ ぎの8つ で あ り,現 場 の実
情にあわせてそのなかから原則 として5つ の基準 をえ らぶ こととな っている。
① イ1:事量,② 仕事 の質,③ 自律性,④ 多面性,⑤ 積 極性(Einsatzbereit-
schaft),⑥コス ト意識.⑦ 協調性,⑧ 指 導態度(部 下 の い る者1。評価 は
5段階で,1.要 件 をまだ十分 には満た していない,2.要 件 を満た してい る,
3.しば しば要件以 上の能力 を もつ,4.要 件以上 の能力 を もつ,5.明 らか に
要件以上 の能力 をもつ,あ る。
?
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① 仕事の量……仕事量 とそのテ ンポ.集 中力,効 率性。
② 仕事 の質……仕事 の丁寧 さ 〔Arbeits臼Ute).信頼性,納 期厳 守,労 働 災
害や環境保護 に対 す る態度。
③ 自立性…… 自立的行動,共 に考 え る(Mitdenken),カイゼ ン,イ ニ シ
.アテ ィブ,実 行能力。
④ 多面 性・・一 精 神的 フレキシビリデ ィ,広 い持場能力(Einsetzbarkeit>,
創 造性,調 整能力,学 習能力/学 習意欲。
⑤ 積極性(Einsatzbereitschaft)一・…参加 意欲 と動機づ け。
⑥ コス ト意識……経 済的行動,資 材や エネルギーなどの扱 い(Umgang)。
⑦ 協調性……チー ム行動,情 報交換,紛 争 に対す る態度,同 僚や顧 客 との
付 き合い(Umgang)。
⑧ 指導態度(部 下のい る者)… …納得 させ る力,コ ミュニケーシ ョンカ,
動機づ ける能力,仕 事の企画D
原則 として各基準 は同一の比重 をもつが,比 重に差をつけ ることは可能で あ
る。 これ らの項 目の結 果 と して,「全体 と しての評価」段 階が決 められ,課 に
配分された追加予算 の枠 内で評価が高 い者が多 くの成績加給 点を獲得す る。以
上の指標はいずれ もやや抽象 的で あるが,日 本 の企業 と同様 に,課 レベ ルでは
もっと具体的な基準に置 き換 えられ る ことになる。成績加給 は,つ ぎの4つ の
要 因に依存す るとされる。① 「全体 としての評価」.② すで に支給 されてい る
成績加給,③ 標準値(Orientirungswert)ならびに上限値(Bandbreiten),④
取締役会が確定す る予算,で ある。 ここで標準値 とは,本 人の評価がず っと3
を維持 してお り,当 該報酬等級での在籍年数がそれぞれ6年,15年 を満た して
い る人の成績加給段 階(Lei5tungszahlung-Stufe)であ り,全 体 の目安 となる
もので あ る。 また.卜限値 とは,当 該報酬等級で評価が優 秀である人の と りうる
最高の成績加給段階である。ただ し,例外的に優秀な者(評 価段降5)に つい
て は,こ の上限値 を.ヒ回る こともあ りうるとされてい る。
さて,成 績加給 の基礎 となるのは,成 績加給段階 と呼ばれ る ものであ り,1
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第3表 成績加給のガイドライン
報酬等級 標準値6年後 標準働5年後 上限値 報酬等級 標準値6年後 標準値15年後 上限値
E1 6 12 22 E8 81 14 30
E2 6 12 23 E9 9 16 32
E3 7 13 24 E10 ユ0 17 34
E4 7 13 25 Ell ユ0、 17 36
ES 7 13 27 E12 ユ1 19 38
F6 8 ユ4 28 E13 ユ2 i20 40
E7 8 14 29
出典=社内資料。
段 階 ≡25マルク/月 で ある。成績加給の ガイ ドラインはつ ぎのよ うにな ってい
る(第3表)。 た とえば,従 業 員数の最 も多いE7で,5段 階評価 の3「 しば
しば要件 以上の能力 を もつ」 を得 た場合,こ の評価で6年 たつ とLZは8で 毎
月200マル ク(25×8=2⑪0)の成績加給 とな り,15年たつ とLZ4114で毎 月
350マルク(25×14≡350)の成績加給 をえることにな る。
査 定す る上司は,③ とい う基準 を もとに,② を前提 として,① によ り部 下の
評価 をす るわ けであるが,そ れで,成 績加給が決 まるわけではない。④ の予算
が問題 となる。 これ は会社 が決定す る。最終 的 には,課(Abteilung)レベル
まで ブ レイクダウンされ る。予算 は事業所 ご とに事業所協定で確 定され,課 単
位で さ ら.にE1からE5,E6か らE9,E10.からE13の3つ の報酬 等級 ごとに
配分 され る。
成績評価 をお こな うのは 「人事 に責任 を持つ従業員」 とされてお り,通 常 は
課長か工場長(Betriebsleiter)である。工場 な どでは第一次査定 者は職長 であ
る。厳 しい上司 と甘 い上 司が いるのは当然であ り,課 の全体会議で調整する。.
小 さい課では,そ れ らの課 を管轄す る部が調整す ることもあ る。査定は年1回.
であ り,結 果は,上 司 と本 人 との年1回 の面談の さいに,文 書で本人に知 らさ
れ る。従業員代 表会(Betriebsrat)の発言 によれば,当 初会 社は このシステム
を導入す るときに本人 との面談 ・異議 申 し立て を必ず しも望 ましい とお もって
い なか った とい う。 しか し,従 業員代表会の主張 を呑むかたちで,決 着 してい
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る。づ ま り,評 価 に不服のあ る従業 員は4週 間以 内で あれば,労 使 同数委員会
に異議 申立て をお こなうことがで きるよ うになったので ある。実際 に,異 議 申
し立 てをおこなう者 は少な くな く,聴 き取 りによれ ば,1996年1年間に,本 社
地 区だけで約500人が 申 し立 てた とい う。 これは従業員の2%弱 にあたる。
事業所協定 によれば,本 人の業績が下が った と上司 が判 断 した ときは,本 人
に説明の上,評 価 を下 げることがで きる。ただ し,本 人の責によ らない健康上
の理 由な ど場合 には,評 価 は下 げない。疑義が生 じた ときは労使 同数委員会が
決定する とされている。実際 には,一 度ついた成績加 給が下が ることはほ とん
どな く.,昇進(上 位 の報酬等級へ の格付)時 に考慮され るにす ぎない。ただ例
外的に成績が非常 に低 下 した場合で も絶対 に下げ られ ない と会社 としては困 る。
他方,従 業員代表会 としては歯止 めが必要で ある。 この歯止め は事業所協 定で
定め られてお り,最 大4段 階までの低下が認 められ る。1段 階25マルクであ る
か ら,100マル クまで の低下 はあ りうるわ けであ る。
成績加給は,従 前の ように協 約賃 金の上昇 と同時 に自動 的に増 えるわ けで は
ない。 どの程度増 えるかは取締役会の判 断による。会社 の専権事項で ある(配
分 ルールにつ い ては従業 員代 表会 と協 議 しなければな らない)。制度上,全 員
が均等 に加給が増 えるので はな く,査 定によ って優秀 な者 だけが増 えるように
な った。 また職員 に限 らず,現 業労働者全体 に も個人別の成績加給 が導.入され
た ことが新 しい点であ る。
実 際の成績加給 は,会 社がそれ にかかわ る予算を増 や した ときの配分 とい う
ことになる。仮 説例 をあげてみ よう。 会社 が成績加給 にかかわ る予算 を2,160
万マル ク増や した としよ う。全社で4万 人の協約対象従業員がいる とする。r
人当 た り平均 月45マル クの予算 とな る。 また,協 約職員 の平均基本 報酬が 月
4,500マルクと しよう。 そうす ると,こ れは一人平均1%の 賃上 げに相 当す る。
さらに協 約職員13名か らなるあ る課で,E4が6人,E7が7人 とす るgす る と
課 の増 加 した予算 は,(E4の基本報酬 額 ×6+E7の 基本 報酬額 ×7)×0.01





ように四捨五入 され る。人々の働 きに大差が ない とすれば,職 場 のなか で 「年
功的」 に運用 され る可能性 も大 きい。 この制度が実際 にどの ように運用され る
のか はまだ不明であ る。
4協 約外職員 ・管理職員
一般 に ドイツでは職員 は労働協約 の対象 となる 「協 約職 員」 と対象外 となる
「協約 外職員」 に分 かれ る。 この 「協約 外職員」 の うち,よ り上位 の職員 を
「管理職 員」(LeitendeAngestellte).と呼ぶ。法 的には経 営組織法 に規定が あ
る7,。「管理職員」 に経営組織法 は適用 され ない。その代 わ り彼 らには 「管理職
員代表 委員 会法(SprecherausschuBgesetz)」が適用 され る。 以下で は,と く
に断 らないか ぎり 「管理職員」で はない 「協 約外 職員」 を単 に 「協約外職員」
とす る。
さて,C社 の協約外磯貝,管 理職員 はそれぞれ全従業 員の8,6%,7,0%に達
して い る。協 約 外 職 員 と管 理 職 員 の こ とを,C社 で は 「管 理 的従 業 員」
(LeitendeMit.arbeiter,LM>と称 している。法律.EはLM1が 「協 約外職員」
で経営 組織 法の対象 とな る従 業員,LM2以 上が 「管理職員」であ るの。大卒採
用 が拡大 してい くなかで,C社 で も協 約外職 員や管理職 員の増大が大 きな問題
とな って きた。 これ は従業員代表会 にとってみれ ば,労 働協約 による規制のお
よぼない層 の増大 として大い に問題であ り,経 営組織法で の対象内であ る協約
外 職員 につ いての労働条件の確 定 は.果たすべ き課題で ある。他方,会 社 として
も協約外職員 ・管理職員の増大 は,昇 進 問題 を引 き起 こす。 これ は 日本 と同様
.であ る。 したが って,協 約外 職員 をいか に遇す るか は,労 使 にとって大 きな
テーマで あった。 こう した背景 を もって,1991年以来 「管理 的従 業員」LM1
7)邦 語 文献 として は,レ ーヴ ィッシュ[1995],148-153,255-270ペー ジをみよ。
8)後 にみ るように,C杜 には 「協 約外 職員」 とい う職位が あるが,こ れ は一般 に用い る 「協約外
職 員」 とは異な った概念であ り,協約職 員の長期勤続者の昇進 ポス トであ る。聴 き取 り時点では
「管理 的従業員」 のLMIに 統合 されつつあ り,在籍者はわずか2名 にす ぎなか った。 したが っ




の扱 いが労使 の大 きな問題 となった。
会社 の方針は5つ にま とめ られ る。① 成績.による支払 の強化,② 多様 な報
酬部分の拡大(固 定所得部分 の削減),③ 目標管理,多 様 な報酬部 分を個 々の
目的達成度 に結 び付 ける,④ 所得の一部 を,老 齢年金へ の追加請求権 に回す,
⑤ 透 明性 を高め る。④ を除 けば,日 本の大企業で なされてい るものと大差 な
い とい って よいであろ う。
C社 では管理的従業員 の増加 と昇進 の頭打 ち問.題が お こってい る。LM1や.
4,5,6は細分化 された(LM1はLM1.1,LML2,LM1.3の3つに,LM4と
LM5は2つ に,LM6は3つ に)が,そ の原 因はここにあるよ うにお もわれる。
今後LM2やLM3の 細 分化 もお こなわ れ る可能性 が高 い。実 は,.会社 は 「管
理職員」 をふ くむ 「管理的従業員」全体 の システムをかえ ようと したのであ り.,
従業員代表 会 と交渉対象 となって いないLM2以 上 につい ては,会 社が 一方的.
に決定 す る。実 際 上級 管理 職LM4だ が,リ.ス トラな どの影響 で実 際 には
LM2ク ラスの仕事 しか していない者 もい る とい う。 しか し,だ か らといって
報酬 を下 げるとい うことはない。管理職 の肥大化 と 「年功的昇進」を防 ぎ,管
し 一
理職 に もっ と厳 しい査 定 を実施 しよ うと会社 は考 えてい る。 日本の大企業 と同
じ問題 を抱 えてい るわ けであ る。また,⑤ の透明性 について。聴 き取 りによれ
ば,10年前 まで はLM1以.Lの 報酬 は完 全に企業秘密であ り,管 理職 員たちは
とな りの管理職員の報酬 などはま6た く知 らなか った。だが,現 在では状況が
変わ ってい るとい う。現在 の管理職 員た ちは同 じクラスの平均額がい くらであ
り.,自分が どこに位置づ けられているか,そ して その理由 は何かな どについて,
明確 さを要求す るようになって きた、大変 なのは上司であ って,合 理的で明確
、 な説 明を しなければ ならな くな って きた とい う。 そ こで,会 社 と して も管理職
、 員たちのこ うした傾向 に対応 して透 明性 を高 めよ うとしてい るのだ とい う。ち
なみ にLM1.1,LM1.2,LMr3の場 合,同 一 職位 で の報酬 幅 はほぼ30%であ
る(第2図)。LM2以 上の報酬幅は公表されていない。



























た。会社 は1995年末で従前 の事業所協定 を解約す ることを明 らかに した。従業
員代 表会は無協定 を防 ぐために,1995年秋か ら会社 と再交渉を開始 した。最終
的に全社事 業所協定が結 ばれ るのは1996年10月末であ り,同 年12月1日 に発効
した。.
従 業員 代表会の要求 はつ ぎの とお りで あ った。① 管理職員 よ り下の全協 約
外従 業員(従 前の 「協約外 職員」 とLM1)を すべ て一つ の全社事業所協 定 に
規 定する こと。② 任 命,報 酬決定,の ちに給 与ア ップにおいて透 明性 を高め
るこ と。③ 最上位の協 約職員 との最低格差の確定。④3段 階報酬モデ ル'♪の
設定 と検証 可能な職務評価手続。⑤ 社 内の通常 の勤務 時間か ら完全 には切 り
離 さないこ と。⑥ 待機(Bereitschaft)による特別 の負担,な らびに とくに多
い追加労働 時間を正当 に配慮 した補償 を今後 も維持す る こと。⑦ 年 に.一回以
上 おこな う考課面 談 を従 業員が 要求で き ること。⑧ 従 前の 「協約外 職員」 と
LM1の現状保証規定 と新 システムへの移行 にあたって個 人の決定権の確 保。
① に関 しては,す で に述べた ように,従 前 は学歴 て区別 され ていた 「協約外
9)LM1を1.1,L2,1.3の3段階に細分化すること。
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職員」 と管理 的従業 員LM1の 区別 はな くな り.,LM1に統.一され た。 これ は
会社 も同 じ考 えで あった とお もわれ る。④ につ いては,LM1が 三つ に細 分さ
れ,役 職所得 は最低の10万マル クか ら17万5千マルクまで とされた。新た に採
用 された大卒 は 「大卒者大綱協 約」 による初任報酬が支払われ る。役職所 得 は
12ヵ月の給与 と特別報酬 とか らなる。さ らに経済状況 に応 じてさまざまな一回
限 りの報酬 が与 え られ るとされた。役職所得の 「給与 」 と 「特別報酬」へ の配
分はつ ぎの ようにされ ている。LM1,1-90:10,LML2-87.5:12.5,LMI.3
-85:15。
LM1,1からLM13ま で の割 り当て は実際 の仕事内容 と個人 の能力 を基準 と
し,認 定 に当た っては,全 社従業.員代表会 の代表者 も参加 して単純化された手
続 きが実行 され るζとにな った。労働 時間につい ては,従 業員代表会の意見は
ほ とん ど考慮 され なか った。管理的従業 員 も会社で通常 の労働時 間を基本時間
とす る ことになったのみであ る。仕 事内容 と裁量 の自由度が強調 された。考課
面談 時 に,LM1の 従 業員 は範 囲職務給 の なかで の 自分 の位 置や設定 レた 目標
の達成度,業 績か らみた報酬設定について知 らされる。また,会 社 の決定 に対
して異議 を 申し立 てる ことがで き,そ の場合 には製造 所内の労使 同数委員会が
処理す るもの とされた。 また報酬が減少す る場合1ごは,特 別の手続 きを経 る必
要が あ るとされ た。 また従来の 「協約外 職員」 の うち.移 行の のちLM1.1に
属 し,13万5千 マ ルク未満 の収入で あるか55歳以一ヒの者については,従 業員代
表 会の主張 によ り,選 択 の 自由があ たえ られた。つ ま り,旧 来の 「協 約外 職
員」 に とどま り,そ れぞれ協約従業員 の労働時 間システムにとどまるのか,そ
れ とも新 モデルに移行す るかであ る'じ)。1996年12月1日に この全 社事業所協 定
が発効 した。具体的 な内容 は以下の とお りで あ る。
.(1)格付 け 格 付 け昇 進 ぽ,第4表 の基 準 にそ って,各 事業 部(Unter一.






LM1.1… ヘ イ ・ポ イ ン ト420点以 上 。 か つ,①E13か ら昇 進 す る 者 につ いて は,
E13での 経 験 年 数 は,大1年,専 門 大 学 卒 は 通 常1一一一3年,その 他 の 従 業 員
は で き るだ け5年(3年 以 上)。② 大 卒 者 大 綱 協 約 に よ る従 業 員 に つ い て は,
採 用 時 に。
LM12・… ・・ヘ イ ・ポ イ ン ト500点以 上 。 か つ,通 常 は,LM1,1での経 験 が3年 以 上 。
ジ ョブ ・ロー テ イ シ ョ ンまた はLM1.1にお け る プ ロ ジ ェ ク ト作 業 の 成 果 証 明 。
場 合 に よ って は 職 務 関 連 の 追 加 資 格証 明(た とえ ば,指 導 経 験,専 門知 識)。
*大 卒 者 大 綱 協 約 に よ る従 業員 の場 合 は,経 験 年 数 は最 低 年 収 に関 す る協 約
第2条 第8号 に よ り協 約 外 職 員 と してみ な され る時 点 か ら数 え る。
LM1β… … ヘ イ ・ポ イ ン ト580点以上 。 かつ,通 常 は,LM1.2での 経 験 が3年 以 上 。
ジ ョブ ・ロー テ イ シ ョンま た はLML2に お け る プ ロ ジェ ク ト作 業 の 成 果 証 明 。
場 合 に よ って は職 務 関連 の追 加 資 格 証 明(た と えば,指 導 経験,専 門 知 識)。
出典:社 内資料 。
第5表 へ.イ・シス テ ムの 基準
評 価 基準 定 義 解 説
1.知 識 ① 専 門 知 識 職業教育と/または実践にもとつ く専門知識
(Wissen)② 経 営 知 識 企 画,組 織,指 導,管 理 の 能 力
③ 対 人 能 力 例 えば,同 僚,従 業 員,顧 客,納 入 業 者 との
つ きあい
2,思 考 力 ① 思 考 枠 組 与 え られ た 指 示,基 準,方 針,方 法,手 続 き
(Denkεn】eistu㎎) などに関する思考範囲
② 思 考 要 件 問題の困難度
3.責 任 ① 行動の自由度 仕事における管理と自立性の範囲
(Verantw。rt皿gs一② 影響 の種類 最終結果への直接的間接的影響
wert) ③ 数量的業績 年間の金額(例 えば売 り上げや製造コスト)
で表われる分野の数量的業績
出典:社内資料。
する。職務評価 は,第5表 によるヘ イ ・評価 シス テムによ って,製 造所 レベ ル
を超えた(Uberwerklich)労使専 門委 員会が内密 にお こな う。 この委員会の構
成は,使 用者側2名,従 業員代表会2名,お よび専 門担 当者か らなる。職務評
価 の結果 は申請者 に知 らされ る。なお,正 当な理 由が あれば個別 に,職 務 評価
の申請 を従業員代表会 もす ることがで きる。
ドイツ化学企業C社の報酬システム 〔⑳5)85
(2)職務給の幅 と予算 職務給 の金額幅 を変 えるのか ど うか,変 えるとすれ
ば何パ ーセ ン トとす るかは取締役 会が決 める。幅の比率の変更 にあた っては,
経営組織法第87条1項10号にい う従業 員代表会 の共 同決定権が尊重され る。取
締役会 は会社の経済状 況を考慮 した うえで,通 常 は毎年i回 役職所得の業績関
連部分予算 をどの程 度 にす るかを決定す る。取締役会が決定す る前に,経 済委
員会(労 使 協議機 関)で 従 業員代 表会へ の情報提 供 と協 議(Beratung)がお
こなわれ る。
(3}個別の報酬 連邦報酬協 約か らLM1に 昇進 した従業員 は,任.命時点で
つ ぎの個人別最 低役 職所 得を得 る。 これ は,(任 命前 月の協約報酬+成 績加給)
Xl3x1.1+協約有給休暇手当相当分であ る。労働協約で は,.協約報酬 の100%
が一.一時金 と して支給 され るか ら11,,協約 有給休 暇手.当を除 けば,さ しあ た り
10%の収入増 にな るとされ ているわ けであ る。
全体事業所協 定に よれば,報 酬 の改訂 時に,「管理的従業 員の報酬が上昇す
るか,現 状 維持 となるか,下 が るか は,本 人の業績によ る」 と規定 している。
ただ し,聴 き取 りによれ ば,実 際 に下が ることはほ とん どない。 ここで業績 と
は,課 題 ・期待 を満足 したか,目 的 を達成 したか とい うことである。 そのさい,
仕 事 の成 果,品 質,品 質 保証,な らび に行 動指標,と くに積 極 的関与(En-
gagement),創造性,社 会的責任,指 導,協 調性,お よ.び環境保護 と安全 に対
す る責任 ある行動が考慮 され るもの とする。
(4)最低 保証LMの 役 職所得 は,成 績が 要件 を満た し(ge舶gen),通常
3年間その ランクにい るならば,範 囲職務給 の幅に下か ら10%のライン以上の
報酬 をえ る。 また,成 績が 良好(gut)で通常3年 以上 その ラ ンクにいるな ら
.ば,幅 の下か ら10-20%以上の報酬を得る。「す ぐれてい る」(herausragend)
とい う評価 を得て5年 以上その ランクにいるならば,下 か ら20%以上上限 まで
の 間の報酬 を うる。
11)WSI「1997,S.195.なお,病 体 時 の報 酬100%保 証 の 維持 と引 き換 え に,1997年か ら一 時 金 は


















会社の必要を考慮 した うえで,LMは 原則として完全な休 日を年に6日 まで
とることがで きるm)。それ以外に,長 期間にわたるあるいは繰 り返される特別
の時間的負荷,深 夜勤務,日 曜勤務,ま たは祭日勤務は,優 先的に休暇によっ
て補償される。
IVお わ り に
ドイツ化学企業C社 の報酬システムを検討 した。他社の動向は割愛 したが,
これをふ く.めて考えると,い くつかの特徴を指摘できる。まず,労働協約の規
12)管理職 として個 人が優先 的に確保で きる休 日を指 してい る。逆にいえば,そ れ 以外 のときは,
会社の都.合で必要 とあれ ば休 日出勤 しなければ ならない とい うことであろ う。同 ・企業 とお もわ
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